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＋ ＋ ＋ ＝ 最低生活費 
介護扶助 

介護費　 
＋ 

医療扶助 

医療費　 

教育扶助　 

義務教育費 

住宅扶助 

家賃等　 

生活扶助　 

生活費 

（最低生活費の計算） 

・このほか、出産、葬祭等がある場合は、その基準額が加えられる。 
 
（収入充当額の計算） 
  平均月額収入－（必要経費の実費＋各種控除）＝収入充当額 
 
（扶助額の計算） 
  最低生活費－収入充当額＝扶助額 

［生活保護制度とは］ 
 生活保護制度は、生活に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に応じて必要な保護を行い、健康で文化的な最低限度の
生活を保障し、併せてその自立を助長する制度である。 
 保護の種類は、生活扶助、教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、生業扶助及び葬祭扶助の8種類であり、要保護
者の必要に応じ、単給または併給として行われる。 

［生活保護の基準］ 
 生活保護の基準のうち、衣食その他日常生活の需要を満たすための生活扶助基準については、一般国民の消費動向等に対応して
改定するいわゆる水準均衡方式により改定している。 

生活保護費の決め方

1級地－1

1級地－2

2級地－1

2級地－2

3級地－1

3級地－2

175,170

167,870

160,580

153,270

145,980

138,680

3人世帯
33歳男・29歳女・4歳子

80,820

77,190

73,540

69,910

66,260

62,640

高齢単身世帯
68歳女

121,940

116,460

110,960

105,480

99,990

94,500

高齢夫婦世帯
68歳男・65歳女

193,900

187,470

179,310

172,880

164,730

158,300

30歳女・4歳子・2歳子

（単位：円）

（注）冬季加算（VI区×5/12）、児童養育加算及び母子加算を含む。

世帯類型別生活扶助基準（平成23年度）

実施年度 1994年度
（平成6）

95
（7）

96
（8）

97
（9）

98
（10）

99
（11）

2000
（12）

2001
（13）

2002
（14）

2003
（15）

2004
（16）

2005
（17）

2006
（18）

2007
（19）

2008
（20）

2009
（21）

2010
（22）

2011
（23）

標
準
３
人
世
帯
・

１
級
地
―
１

基準額（円）155,717 157,274 158,375 161,859 163,316 163,806 163,970 163,970 163,970 162,490 162,170 162,170 162,170 162,170 162,170 162,170 162,170 162,170

前年比（％） 101.6 101.0 100.7 102.2 100.9 100.3 100.1 100.0 100.0 99.1 99.8 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

（注）児童養育加算を含まない。

生活扶助基準の推移（各年度4月1日現在、月額）
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詳細データ① 被保護実世帯数・被保護実人員・保護率、扶助人員と扶助率の推移

1965（昭和40）年度
　70（　　45）
　75（　　50）
　80（　　55）
　85（　　60）
1990（平成  2）
　91（ 　　 3）
　92（　　  4）
　93（ 　　 5）
　94（　　  6）
　95（ 　　 7）
　96（　　  8）
　97（　　  9）
　98（　　10）
　99（　　11）
　00（　　12）
　01（　　13）
　02（　　14）
　03（　　15）
　04（　　16）
　05（　　17）
　06（　　18）
　07（　　19）
　08（　　20）
　09（　　21）

644
658
708
747
781
624
601
586
586
595
602
613
631
663
704
751
805
871
941
999
1,042
1,076
1,105
1,149
1,274

被保護実
世帯数
（千世帯）

1,599
1,344
1,349
1,427
1,431
1,015
946
898
883
885
882
887
906
947
1,004
1,072
1,148
1,243
1,344
 1,423
1,476
1,514
1,543
1,593
1,764

被保護
実人員
（千人）

16.3
13.0
12.1
12.2
11.8
8.2
7.6
7.2
7.1
7.1
7.0
7.1
7.2
7.5
7.9
8.4
9.0
9.8
10.5
 11.1
11.6
11.8
12.1
12.5
13.8

保護率
（‰）

1,438
1,143
1,160
1,251
1,269
890
826
781
765
766
760
766
784
822
877
943
1,015
1,105
1,202
1,274
1,320
1,354
1,380
1,422
1,586

生活扶
助人員
（千人）

728
643
705
867
968
730
681
646
639
645
639
649
669
707
763
824
891
975
1,069
1,143
1,194
1,233
1,262
1,305
1,460

住宅扶
助人員
（千人）

433
263
229
261
252
136
117
104
97
92
88
85
84
86
91
97
105
114
124
132
136
137
136
135
144

教育扶
助人員
（千人）

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
67
84
106
127
147
164
172
184
196
210

介護扶
助人員
（千人）

616
702
785
856
910
711
681
662
659
671
680
695
716
753
804
864
929
1,003
1,083
1,155
1,208
1,226
1,248
1,282
1,406

医療扶
助人員
（千人）

11
7
5
5
4
3
3
3
3
3
2
3
3
2
2
2
2
3
3
3
32
36
38
40
49

その他
扶助人員
（千人）

89.9
85.0
86.0
87.7
88.7
87.7
87.3
86.9
86.7
86.5
86.2
86.3
86.6
86.8
87.3
87.9
88.4
89.0
89.4
89.5
89.5
89.5
89.4
89.3
89.9

扶助率（実人員＝100.0）

生活扶助

45.5
47.9
52.2
60.7
67.6
71.9
72.0
72.0
72.4
72.8
72.4
73.1
73.8
74.7
76.0
76.9
77.6
78.5
79.5
80.3
80.9
81.5
81.8
81.9
82.8

住宅扶助

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
6.2
7.4
8.5
9.5
10.3
11.1
11.4
11.9
12.3
11.9

介護扶助

27.1
19.6
16.9
18.3
17.6
13.4
12.4
11.6
10.9
10.4
10.0
9.6
9.3
9.1
9.1
9.0
9.1
9.2
9.2
9.3
9.2
9.1
8.8
8.5
8.2

教育扶助

38.5
52.2
58.2
60.0
63.6
70.1
71.9
73.7
74.6
75.8
77.1
78.3
79.0
79.6
80.0
80.6
80.9
80.7
80.5
 81.1
81.8
81.0
80.9
80.5
79.8

医療扶助

0.7
0.5
0.4
0.3
0.3
0.3
0.3
0.3
0.3
0.3
0.3
0.3
0.3
0.3
0.2
0.2
0.2
0.2
0.2
0.2
2.1
2.4
2.5
2.5
2.8

その他扶助

（１か月平均）

資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「福祉行政報告例」
（注）「その他扶助人員」は、平成17年度より、高等学校等就学費が新たに創設されたことに伴い増加している。

　最近の全体的な保護動向としては、被保護実人員、保護率（人口千人比）は、平成7年度を底に増加傾向で推移している。平成21
年度の1か月平均の被保護実人員は176万3,572人、被保護実世帯数は127万4,231世帯、保護率は13.8‰となっている。
　扶助の種類別に被保護人員をみると、医療扶助を受給している人員が年々増加している。

被保護実世帯数・被保護実人員・保護率、扶助人員と扶助率の推移

詳細データ② 世帯類型別被保護世帯数の構成比の推移

1971（昭和46）年度
　75（　　50）
　80（　　55）
　85（　　60）
1990（平成  2）
　91（　　  3）
　92（　　  4）
　93（　　  5）
　94（　　  6）
　95（　　  7）
　96（　　  8）
　97（　　  9）
　98（　　10）
　99（　　11）
　00（　　12）
　01（　　13）
　02（　　14）
　03（　　15）
　04（　　16）
　05（　　17）
　06（　　18）
　07（　　19）
　08（　　20）
　09（　　21）

30.7
31.4
30.3
31.2
37.2
38.8
40.2
41.1
41.8
42.3
43.2
44.0
44.5
44.9
45.5
46.0
46.3
46.4
46.7
43.5
44.1
45.1
45.7
44.3

高齢者世帯

9.9
10.0
12.8
14.6
11.7
10.8
9.9
9.3
9.0
8.7
8.4
8.3
8.2
8.3
8.4
8.5
8.6
8.7
8.8
8.7
8.6
8.4
8.2
7.8

母子世帯

40.9
45.8
46.0
44.8
42.9
42.7
42.4
42.3
42.1
42.0
41.6
41.0
40.4
39.6
38.7
37.8
36.7
35.8
35.1
37.5
37.0
36.4
35.5
34.3

傷病・障害者世帯

18.6
12.9
10.9
9.3
8.1
7.8
7.5
7.2
7.1
6.9
6.8
6.7
6.8
7.1
7.4
7.7
8.3
9.0
9.4
10.3
10.2
10.1
10.6
13.5

その他の世帯

（単位：％）

資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「福祉行政報告例」

　被保護世帯数を世帯類型別にみると、高齢者世帯が44.3％と最も多い。
　なお、高齢者世帯の割合が平成17年に減少しているのは高齢者世帯の定義を、平成16年度までは「男65歳以上、女60歳以上の者の
みで構成されている世帯もしくは、これらに18歳未満の者が加わった世帯」としていたものを、平成17年度からは「男女ともに65歳
以上の者のみで構成されている世帯もしくは、これらに18歳未満の者が加わった世帯」と変更したことによるものである。

世帯類型別被保護世帯数の構成比の推移
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⑧
社
会
福
祉
・
援
護

資料編


